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(54) Title: GLASS FILM LAMINATE

(54) 発 明の名称 ：ガラス フ ィルム積層体

(57) Abstract: A glass film laminate (1) produced b y overlaying a glass nlm
(3) that has a thickness o f 200 µπι o r less and has flexibility on a support
glass (2) that supports the glass iilm (3), wherein the surface roughness (Ra)
o f each o f a contact surface (3a) o f the glass film (3) and a contact surface
(2a) o f the support glass (2), which are surfaces that are t o b e contacted with
each other, i s adjusted t o 2.0 nm or less and the contact surfaces (3a, 2a) are
surface-contacted with each other. I n the glass film laminate (1), a protrusion
(2b) i s formed on the contact surface (2a) o f the support glass (2), and the
protruded size (H) which i s the height o f the protrusion (2b) above the con
tact surface (2a) i s adjusted t o 0.3 t o 5 µ η .

(57) 要 約 ： 厚 み が 2 0 0 µ 以 下 の 可 撓 性 を有 す る ガ ラ ス
フ イル ム 3 と、 ガ ラス フ イル ム 3 を支 持 す る支持 ガ ラス 2 と
の 各 々 に つ い て 、 相 互 に 接 触 す る側 の 面 とな る合 わ せ 面 3
a , 2 a の 表 面 粗 さ R a を 2 . O n m 以下 と し、 その 両合 わ
せ 面 3 a , 2 a を面 接触 させ る ことで 、 ガ ラス フ イル ム 3 と
支持 ガ ラス 2 と を重ね 合 わ せ た ガ ラス フ イル ム積 層体 1 に お
いて 、支持 ガ ラス 2 の合 わ せ 面 2 a に突起 2 b が 形 成 され 、
且 つ その 突起 2 b の合 わ せ 面 2 a か らの 突 出寸法 H を、 0 .
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明 細 書

発 明 の 名 称 ： ガ ラ ス フ ィ ル ム 積 層 体

技 術 分 野

[0001 ] 本 発 明 は 、 厚 み が 2 0 0 m 以 下 の 可 撓 性 を有 す る ガ ラ ス フ イル ム と、 当

該 ガ ラ ス フ イル ム を 支 持 す る 支 持 ガ ラ ス と を 重 ね 合 わ せ た ガ ラ ス フ イル ム 積

層 体 に 関 す る。

背 景 技 術

[0002] 周 知 の よ う に、 液 晶 パ ネ ル は 、 薄 膜 トラ ン ジ ス タ や 透 明 電 極 が パ タ ー ン形

成 さ れ た T F T 基 板 と、 B M 、 R G B フ ォ トス ぺ 一 ザ が パ タ ー ン形 成 さ れ

た カ ラ 一 フ ィル タ 一 基 板 と の 二 枚 の ガ ラ ス 基 板 を備 え て い る。 両 基 板 は 、 こ

れ らの 周 縁 部 に 沿 つ て 塗 布 さ れ た シ ー ル 材 を挟 ん で 貼 り合 わ さ れ て お り、 基

板 間 に お い て シ ー ル 材 で 囲 ま れ る領 域 に は 、 液 晶 材 料 が 封 入 さ れ て い る。

[0003] こ こ で 、 基 板 間 の 間 隔 で あ る セ ル ギ ャ ッ プ は 、 所 定 の 寸 法 で 均 一 に保 持 さ

れ る こ と が 要 求 さ れ る。 しか しな が ら、 基 板 中 に 泡 や 異 物 が 混 入 して い る 場

合 に は 、 基 板 の 表 面 に 凸 状 に膨 らん だ 突 起 が 形 成 さ れ 、 セ ル ギ ャ ッ プ が 局 所

的 に 不 均 一 な 状 態 と な る。 こ の 突 起 の 突 出 寸 法 は 、 そ の 許 容 値 が 概 ね 0 . 3

m 未 満 と さ れ て お り、 こ れ を超 え る と、 液 晶 パ ネ ル を 点 灯 した 際 に、 画 像

に シ ミゃ 黒 点 等 の 表 示 ム ラ が 発 生 して しま う。 ま た 、 ガ ラ ス の 表 面 に、 ガ ラ

ス 粉 等 の 異 物 が 付 着 して 突 起 が 形 成 さ れ た 場 合 に は 、 ガ ラ ス 基 板 の 表 面 に 回

路 を形 成 す る こ と事 態 が 困 難 と な り、 不 良 と な る。 そ の た め 、 許 容 値 を超 え

る 突 起 が 形 成 さ れ た 不 良 な 基 板 は 、 製 品 用 の ガ ラ ス 基 板 と して 採 用 す る こ と

が で き な い 。

[0004] そ こ で 、 こ の 不 良 な 基 板 を、 製 品 用 の ガ ラ ス 基 板 と して で は な く、 ガ ラ ス

フ イル ム 積 層 体 の 支 持 ガ ラ ス と して 利 用 す る こ と が 検 討 さ れ て い る。 ガ ラ ス

フ イル ム 積 層 体 は 、 薄 肉 化 （例 え ば 、 板 厚 が 2 0 0 m ) さ れ た 可 撓 性 を有

す る ガ ラ ス フ イル ム と、 こ れ を 支 持 す る 支 持 ガ ラ ス と の 各 々 に つ い て 、 相 互

に接 触 す る側 の 面 と な る合 わ せ 面 の 表 面 粗 さ R a を 2 . O n m 以 下 と し、 両



合わせ面を面接触させることで、ガラスフイルムと支持ガラスとを重ね合わ

せたものである （特許文献 1 を参照）。

[0005] このガラスフイルム積層体によれば、支持ガラスと重ね合わせたことで、

ガラスフイルムの橈みやすい性質が一時的に排除されると共に、両ガラスが

適度に密着 し、一体なものとして振舞うようになる。このため、板ガラス製

品の製造工程におけるガラスフイルムの取 り扱いが極めて簡便となる。さら

に、両ガラスを密着させるために接着剤等の結合剤を使用する必要がなく、

所望のタイミングでガラスフイルムと支持ガラスとを容易に剥離させること

が可能である。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献1 ：特開 2 0 1 1 _ 1 8 3 7 9 2 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0007] ここで、不良な基板を支持ガラスとしたガラスフイルム積層体を用いて、

板ガラス製品を製造する態様の一つとしては、以下のようなものが挙げられ

る。すなわち、液晶パネルの製造において、突起を有する不良なガラス基板

を支持ガラスとしたガラスフイルム積層体を二体準備 し、一方をT F T 工程

、他方をカラ一フィルタ一工程に流動 して、両積層体におけるガラスフィル

厶上に回路を形成 し、それぞれT F T 基板、カラ一フィルタ一基板とする。

そ して、セル工程にて、シール材を塗布 し、液晶材料を滴下 した後、 T F T

基板とカラ一フィルタ一基板とが対向するように、両積層体を貼 り合せる。

その後、両積層体の各々において、不良な基板を剥離させ、 T F T 基板と力

ラ一フィルター基板との二枚のガラス基板のみが貼 り合わされた状態とする

[0008] このようにすれば、製品用としては採用できない不良な基板を、支持ガラ

スとして有効に活用できるものと想定された。 しか しながら、このような態



様によって製造された液晶パネルの一部は、不良な基板に形成された許容値

を超える突起に起因 して、当該基板から剥離させた後の T F T 基板、或いは

、カラ一フィルタ一基板において、突起と重なっていた部位に凸部が残存 し

て しまう場合がある。その結果、セルギャップが局所的に不均一な状態とな

り、完成 した液晶パネルの品質の低下を招いたり、製品として使用できなく

なつたりする問題があった。

[0009] なお、このような問題は、液晶パネル用として不良なガラス基板を、ガラ

スフイルム積層体の支持ガラスとして利用する場合のみならず、許容値を超

える突起が形成されていることで、各種ディスプレイ用、センサ一用、カバ

—用等として採用できないガラス基板を、支持ガラスとして利用 した場合に

も、同様に発生 している問題である。

[001 0] 上記事情に鑑みなされた本発明は、不良なガラス基板を支持ガラスとした

ガラスフイルム積層体を用いて、液晶パネルを製造する場合に、当該液晶パ

ネルの製造に適 したガラスフイルム積層体を提供することを技術的課題とす

る。

課題を解決するための手段

[001 1] 上記課題を解決するために創案された本発明は、厚みが 2 0 0 m 以下の

可撓性を有するガラスフイルムと、該ガラスフイルムを支持する支持ガラス

との各々について、相互に接触する側の面となる合わせ面の表面粗さ R a を

2 . O n m以下とし、その両合わせ面を面接触させることで、前記ガラスフ

イルムと前記支持ガラスとを重ね合わせたガラスフィル厶積層体において、

前記支持ガラスの合わせ面に突起が形成され、且つ該突起の合わせ面からの

突出寸法が、 0 . 3 〜 5 m であることに特徴付けられる。ここで、支持ガ

ラスについて、 「合わせ面の表面粗さ R a 」とは、合わせ面において、突起

が形成された部位を除外 して表面粗さを測定 した場合における R a の値をい

う。また、 「突出寸法」とは、合わせ面に複数の突起が形成されている場合

には、各突起の突出寸法のうち、最大のものをいう。

[001 2] このような構成によれば、ガラスフイルムと支持ガラスとを剥離させた際



に、 ガラスフイルムにおいて突起 と重な っていた部位 に、凸部が残存するこ

とを回避で き、 当該ガラスフイルムを備 えた液晶パネル について、その品質

の低下を防止することが可能であ った。 このような効果が得 られるのは、以

下のような理 由によるもの と想定されている。すなわち、突起が形成 された

支持 ガラス上 に、 ガラスフイルムを重ね合わせた場合、突起 と重な った部位

には、突起 自体や、突起の近傍 においてガラスフイルム と支持 ガラス との間

に入 り込んだ気泡 によって凸部が形成 される。 しか しなが ら、 ガラスフィル

厶 と支持 ガラス とを剥離 させた後 においては、可撓性 を有するガラスフィル

厶の表面 に大気圧が均一に負荷 されることによ り、凸部が平坦、或いは、略

平坦な状態へ と復元 されているもの と想定される。そ して、凸部 をこのよう

な状態へ と復元で きる条件 と して、突起の合わせ面か らの突出寸法が、 5 斗

m以下であることが条件 とな っているもの と考 え られる。以上の ことか ら、

このガラスフイルム積層体 によれば、好適 に液晶パネルの製造 を実施するこ

とが可能 となる。

[00 13 ] 上記の構成 において、前記支持 ガラスは、 リサイクル使用品であることが

好 ま しい。

[00 14 ] このようにすれば、 この支持 ガラスを リサイクル使用する限 り、液晶パネ

ルの製造 に好適なガラスフイルム積層体 を、繰 り返 し作製 することが可能 と

なる。 また、 リサイクル使用することによ り、製造 コス トの高騰 を回避する

ことがで きる。

発明の効果

[00 15 ] 以上のように、本発明に係 るガラスフイルム積層体 によれば、好適 に液晶

パネルの製造 を実施することが可能 となる。

図面の簡単な説明

[00 16 ] [ 図 1a ] 本発明の実施形態 に係 るガラスフイルム積層体 を示す縦断側面図であ

る。

[ 図 1b ] 図 1 a における A 部 を拡大 した拡大図であ って、支持 ガラスに形成 さ

れた突起の近傍 を示す図である。



[ 図 1c ] 図 1 b における Z 1 _ Z 1 断面 を示 す図であ る。

[ 図 2a] 支持 ガラス に形成 された突起 の近傍 を示 す図であ る。

[ 図2b] 図 2 a における Z 2 _ Z 2 断面 を示 す図であ る。

[ 図 3a] 本発 明の実施形態 に係 るガラス フ イル ム積層体 を用 いた液 晶パ ネル の

製 造工程 を示 す縦 断側面 図であ る。

[ 図3b] 本発 明の実施形態 に係 るガラス フ イル ム積層体 を用 いた液 晶パ ネル の

製 造工程 を示 す縦 断側面 図であ る。

発明を実施するための形態

[001 7 ] 以 下、本発 明の実施形態 について、添付 の図面 を参照 して説 明す る。 なお

、以下 に説 明す る実施形態 においては、 ガラス フ イル ム積層体 の支持 ガラス

と して、液 晶パ ネル用のガラス基板 と しては採 用で きない不良なガラス基板

を用 いている。 しか しなが ら、後述 す るよ うに、本発 明 に係 るガラス フ ィル

厶積層体 は、 この よ うな構成 に限定 され るものではない。

[001 8] 図 1 a は、本発 明の実施形態 に係 るガラス フ イル ム積層体 を示 す縦 断側面

図であ る。 同図 に示 す よ うに、 ガラス フ ィル 厶積層体 1 は、 ガラス フ イル ム

3 と、 当該 ガラス フ イル ム 3 を支持 す る支持 ガラス 2 との各 々について、相

互 に接触 す る側 の面 とな る合 わせ面 3 a ， 2 a の表面粗 さ R a を 2 . 0 n m

以 下 と し、両合 わせ面 3 a ， 2 a を面接触 させ る ことで、支持 ガラス 2 とガ

ラス フ イル ム 3 とを重ね合 わせ た ものであ る。 なお、支持 ガラス 2 、及び ガ

ラス フ イル ム 3 の材質 と しては、 ソ一ダラィ厶ガラス、無 アル カ リガラス等

の様 々な材質 の もの を使 用可能 であ るが、強度 や耐久性 の観 点か ら無 アル 力

リガラス を使 用す る ことが好 ま しい。

[001 9] 支持 ガラス 2 は、 図 1 b (図 1 a の A 部 を拡 大 した拡 大図）、及び 図 1 c

(図 1 b における Z 1 _ Z 1 断面） に示 す よ うに、 ガラス フ イル ム 3 と接触

す る側 の面 とな る合 わせ面 2 a に、 当該合 わせ面 2 a か らの突 出寸法 H が、

0 . 3 〜 5 m であ る、許容値 を超 えた突起 2 b が形成 されてお り、液 晶パ

ネル用のガラス基板 と しては採 用で きない不良なガラス基板 （T F T 基板、

或 いは、 カラ一 フ ィル タ一基板 ）であ る。 この突起 2 b は、支持 ガラス 2 中



に混入 した気泡 B により、合わせ面 2 a が凸状 に膨 らむことで形成 されてい

る。 ここで、合わせ面 2 a における表面粗 さ R a は、突起 2 b が形成 された

部位を除外 して、表面粗 さ （算術平均粗 さ）を測定 した場合 における R a の

値である。 また、 この支持ガラス 2 は、 リサイクル使用品となってお り、ガ

ラスフイルム積層体 1 の作製 に繰 り返 し使用される。 さらに、本実施形態に

おいては、支持ガラス 2 と して、その厚みが 0 . 3 〜 0 . 7 m mのものを使

用 している。

[0020] また、本実施形態においては、支持ガラス 2 中に混入 した気泡 B に起因 し

て、突起 2 b が形成 されているが、 この他、支持ガラス 2 中に混入 した異物

や、図 2 a 、及び図 2 b (図 2 a における Z 2 _ Z 2 断面）に示すように、

合わせ面 2 a に付着 した付着物 8 (例 えば、ガラス粉等）に起因 して、突起

2 b が形成 される場合 もある。 さらに、図 1 a においては、説明の簡便のた

め、突起 2 b を一つのみ図示 しているが、実際には、合わせ面 2 a に多数の

突起 2 b が形成 されるのが通常である。

[0021 ] ここで、支持ガラス 2 の合わせ面 2 a について、 1 0 c m 2あた りに形成 さ

れる突起 2 b の個数 と しては、二個以下であることが好ま しく、一個である

ことが最 も好ま しい。 また、突起 2 b の最大幅 と しては、 1 O m 〜 1 0 0

m の範囲内であることが好ま しい。 さらに、支持ガラス 2 と重ね合わせる

ガラスフイルム 3 の厚みが 1 0 0 斗 m を超える場合 には、突起 2 b の合わせ

面 2 a か らの突出寸法 H が、 0 . 3 m 〜 2 . 5 mの範囲内であることが

好ま しい。

[0022] ガラスフイルム 3 は、その板厚が 2 0 0 斗 m以下 とされてお り、可撓性 を

有 している。そ して、支持ガラス 2 上に重ね合わされたガラスフイルム 3 に

は、 （1 ) 支持ガラス 2 の合わせ面 2 a に形成 された突起 2 b と、 （2 ) 図

1 b 、及び図 1 c に示す、突起 2 b の近傍 において、両合わせ面 2 a ， 3 a

の間に入 り込んだ気泡 （図示省略） との、 （1 ) 、 （2 ) 双方により、凸部

3 b が形成 されている。

[0023] ここで、ガラスフイルム積層体 1 において、ガラスフイルム 3 と支持ガラ



ス 2 との各々について、相互に接触する側の面となる合わせ面 3 a ，2 a の

表面粗さR a が 2 . 0 n m以下とされていることにより、両ガラス 2 ，3 の

間には、適度な密着力が発生する。この密着力は、水素結合に起因 して発生

しているものと想定されている。また、両ガラス 2 ，3 を密着させるために

接着剤等の結合剤を使用する必要がなく、所望のタイミングでガラスフィル

厶 3 と支持ガラス 2 とを容易に剥離させることが可能である。

[0024] 以下、上記のガラスフイルム積層体 1 を用いて、液晶パネルを製造する場

合の製造工程、及び作用について、添付の図面を参照 して説明する。なお、

以下に説明する液晶パネルの製造工程において、上記のガラスフイルム積層

体 1 に備えられたガラスフイルム 3 は、 T F T 基板である。

[0025] まず、上記のガラスフイルム積層体 1 に加えて、新たに、図 3 a に示すよ

うな、支持ガラス 6 と、ガラスフイルムとしてのカラ一フィルタ一基板 7 と

を重ね合わせたガラスフイルム積層体 5 が作製される。支持ガラス 6 とカラ

—フィルタ一基板 7 との各々は、ガラスフイルム積層体 1 における支持ガラ

ス 2 とT F T 基板 3 と同様に、相互に接触する側の面となる合わせ面 6 a ,

7 a の表面粗さR a が、 2 . 0 n m以下とされており、支持ガラス 6 とカラ

—フィルタ一基板 7 とが適度に密着 している。なお、本実施形態においては

、支持ガラス 6 は、支持ガラス 1 と同様に、液晶パネルの製品用としては採

用できない不良なガラス基板であり、支持ガラス 6 の合わせ面 6 a に形成さ

れた突起 6 b の突出寸法は、 0 . 3 〜5 m となっている。また、この支持

ガラス 6 は、 リサイクル使用品である。

[0026] そ して、二体のガラスフイルム積層体 1，5 を、 T F T 基板 3 とカラ一フ

ィルタ一基板 7 とが対向するように、シ一ル材 4 (例えば、紫外線硬化樹脂

) を挟んで貼 り合わせる。このシール材 4 は、両基板 3 ， 7 の周縁部に沿つ

て塗布されており、 T F T 基板 3 とカラ一フィルタ一基板 7 との間において

、シール材 4 で囲まれる領域には、液晶材料 L が封入される。

[0027] このとき、ガラスフイルム積層体 1 におけるT F T 基板 3 には、支持ガラ

ス 2 (不良なガラス基板）の合わせ面 2 a に形成された突起 2 b に起因 して



、凸部 3 b が形成 されている。同様 に、ガラスフイルム積層体 5 における力

ラ一フィルタ一基板 7 にも、支持ガラス 6 (不良な基板）の合わせ面 6 a に

形成 された突起 6 b に起因 して、凸部 7 b が形成 されている。 これ らのこと

か ら、 T F T 基板 3 とカラ一フィルタ一基板 7 との間隔であるセルギヤップ

S は、局所的に不均一な状態 となっている。

[0028] しか しなが ら、図 3 b に示すように、二体のガラスフイルム積層体 1 ， 5

の各 々において、支持ガラス 2 ， 6 を剥離 させ、 T F T 基板 3 とカラ一フィ

ルター基板 7 との二枚の基板のみが貼 り合わされた状態 とすると、同図に二

点鎖線で示すように、凸部 3 b 、及び凸部 7 b が平坦、或いは、略平坦な状

態へ と復元され、両基板 3 ， 7 に凸部 3 b ， 7 b が残存することを回避でき

る。

[0029] このような効果が得 られるのは、以下のような理由によるものと想定され

ている。すなわち、両基板 3 ， 7 と支持ガラス 2 ， 6 とを剥離 させた後 にお

いては、可撓性 を有するガラスフイルムである両基板 3 ， 7 の表面に、大気

圧 P が均一に負荷 され、凸部 3 b ， 7 b が変形するため と想定される。そ し

て、凸部 3 b ， 7 b をこのような状態へ と復元できる条件 と して、突起 2 b

， 6 の合ゎせ面 2 ， 6 a か らの突出寸法 H が、 5 m以下であることが

条件 となっているものと考え られる。

[0030] 以上のことか ら、ガラスフイルム積層体 1 ， 5 を用いて、液晶パネルを製

造 した場合 には、完成 した液晶パネルを点灯 した際に、画像 にシミゃ黒点等

の表示ムラが発生することが回避 され、当該液晶パネルの品質の低下を防止

することができるため、好適に液晶パネルの製造を実施することが可能 とな

る。

[0031 ] なお、突起 2 b がガラス粉の付着 によって形成 されている場合 には、突起

2 b の先端 （頂部）が尖 った形状 とな りやすいことか ら、突起 2 b とT F T

基板 3 とが点接触 した状態にな りやすい。 また、合わせ面 2 a について、 1

0 c m 2あた りに形成 された突起 2 b の個数が、二個以下である場合 には、 T

F T 基板 3 に形成 される凸部 3 b の数が少な く抑制 される。 さらに、突起 2



b の最大幅が 1 O m 〜 1 0 0 斗 mの範囲内である場合には、突起 2 b とT

F T 基板 3 との接触面積が十分に小さくなる。そのため、これらの場合には

、支持ガラス 2 から剥離させた後のT F T 基板 3 において、凸部 3 b の残存

をさらに好適に防止することが可能である。

[0032] また、ガラスフイルム 3 の厚みと、突起 2 b の合わせ面 2 a からの突出寸

法 H との関係について、上述のように、ガラスフイルム 3 の厚みが 1 0 0 斗

mを超える場合に、突出寸法 Hが 0 . 3 m 〜 2 . 5 mの範囲内であれば

、凸部 3 b の残存をより効果的に回避することができる。ガラスフイルム 3

の厚みが 1 0 0 m を超える場合、支持ガラス 2 から剥離させた後のT F T

基板 3 において凸部 3 b が残存するおそれがある。そのため、ガラスフィル

厶 3 の厚みが 1 0 0 斗 m以下である場合と比較 して、突出寸法 Hが小さいも

のを支持ガラス 2 として採用 し、突起 2 b と重なった凸部 3 b の突出を小さ

く抑制 しておくことが好ましい。

[0033] また、支持ガラス 2 ， 6 (不良なガラス基板）が、 リサイクル使用品であ

るため、これらの支持ガラス 2 ， 6 をリサイクル使用する限り、液晶パネル

の製造に好適なガラスフイルム積層体 1 ， 5 を、繰 り返 し作製することが可

能となる。また、 リサイクル使用することにより、製造コス トの高騰を回避

することもできる。

[0034] ここで、本発明に係るガラスフイルム積層体は、上記の実施形態で説明 し

た構成に限定されるものではない。例えば、上記の実施形態においては、シ

—ル材を挟んで貼 り合わされる二体のガラスフィル厶積層体の双方に、許容

値を超える突起 （突出寸法が 0 . 3 〜 5 m) が形成された支持ガラスを使

用 している。 しか しながら、この限りではなく、 T F T 基板側のガラスフィ

ル厶積層体と、カラ一フィルタ一基板側のガラスフイルム積層体とのいずれ

か一方のみに、支持ガラスとして、許容値を超える突起 （ただ し、合わせ面

からの突出寸法が、 0 . 3 〜 5 m のものに限る）が形成されたものを使用

してもよい。

[0035] また、上記の実施形態においては、液晶パネル用として採用できない不良



なガラス基板を、支持ガラスとして用いているが、この限りではなく、突起

が形成されていることで、各種ディスプレイ用、センサ一用、カバ一用等と

して採用できないガラス基板を、支持ガラスとして用いてもよい。

[0036] 本発明の実施例として、不良なガラス基板を支持ガラスとして利用 したガ

ラスフイルム積層体を用いて、 4 つの条件下 （実施例 3 つ、及び比較例 1 つ

) で、上記の実施形態で説明 した製造工程と同様にして液晶パネル を作製す

ると共に、作製された液晶パネルについて、品質の良否を検証 した。以下に

検証の実施条件を示す。

[0037] 各条件下で使用 したガラスフイルム （本検証においては、 T F T 基板）、

及び支持ガラス （不良なガラス基板）は、日本電気硝子株式会社製の無アル

カリガラス （製品名 ：O A — 1 0 G ) であり、そのサイズ （横寸法、縦寸法

、厚み寸法）、及び支持ガラスの合わせ面に形成された突起の合わせ面から

の突出寸法は、下記の表 1 のとおりである。

[0038] ガラスフイルム、及び支持ガラスの合わせ面における表面粗さR a は、ォ

—バ一フローダウン ドロ一法によって成形 したガラスを未研磨で使用するか

、若 しくは、研磨、及びケミカルエッチングを実施するにあたって、エッチ

ング液の濃度、液温度、処理時間を調整することで制御 した。

[0039] 表面粗さR a の測定には、 S I I 社製、走査型プロ一プ顕微鏡 （N a n o

N a v i I I S - i m a g e ) を使用 し、走査エリァ ：2 0 0 0 n m、走

査周波数 ：0 . 9 5 H z 、走査データ数X (横方向） ：2 5 6 、 Y (縦方向

) ：2 5 6 の条件で測定を行った。そ して、支持ガラスとガラスフイルムと

の各々において、中央部一点と角部一点との計二点で表面粗さR a を測定 し

、その平均値を表面粗さR a とした。

[0040] そ して、ガラスフイルム と支持ガラスとを洗浄、乾燥させた後、上記の実

施形態で説明 した製造工程と同様にして、液晶パネル を4 つの条件毎に 1 0

0 枚作製 した。その後、作製された 1 0 0 枚の液晶パネルのうち、点灯時に

表示ムラが発生 した液晶パネルの枚数をカウン 卜し、表示ムラの発生率を割



り出すことにより、品質の良否を判定 した。下記の表 1 に検証の結果を示す

[0041 ] [ 表 1]

[0042] 表 1 か ら明 らかなように、比較例 1 では、 1 0 0 % の発生率で液晶パネル

に表示ムラが発生 した。一方、実施例 1 〜 3 では、表示ムラの発生率が 2 0

%、若 しくは、 0 % となってお り、比較例 に対 して、高品質な液晶パネルを

作製することができた。 これは、実施例 1 〜 3 では、上記の実施形態で説明

したように、ガラスフイルム （T F T 基板）を支持ガラス （不良なガラス基

板）か ら剥離 させた後 において、突起 と重なっていた部位に形成 された凸部

が、大気圧によって平坦、或いは、略平坦な状態へ と復元 しているため と想

定される。 また、比較例 1 と実施例 ！〜 3 とにおける突起の突出寸法の比較

か ら、凸部がこのような状態へ と復元する条件 と して、支持ガラスにおいて

、突起の合わせ面か らの突出寸法が、 5 斗 m以下であることが条件 となって

いるものと考え られる。

[0043] 以上のことか ら、本発明に係るガラスフイルム積層体によれば、好適に液

晶パネルの製造を実施することが可能 となるものと推認される。

符号の説明

[0044] 1 ガラスフイルム積層体

2 支持ガラス （不良なガラス基板 )

2 a 合わせ面

2 b 突起

3 ガラスフイルム （T F T 基板）

3 a 合わせ面



3 b 凸部

4 シ 一ル 材

5 ガ ラス フ イル ム積層体

6 支持 ガ ラス

6 a 合わせ面

6 b 突起

7 ガ ラス フ イル ム （カ ラ一 フ ィル タ 一基板 )

7 a 合わせ面

7 b 凸部

8 付着物

S セル ギ ヤ ップ

H 突起の合わせ面か らの突出寸法

し お夂晶材料

B 5 泡

P 大気圧



請求の範囲

[ 請求項 1] 厚みが 2 0 0 m以下の可撓性 を有するガラスフイルム と、該ガラ

スフイルムを支持する支持 ガラス との各 々について、相互 に接触する

側の面 となる合わせ面の表面粗 さ R a を 2 . O n m以下 と し、その両

合わせ面 を面接触 させ ることで、前記ガラスフィル厶 と前記支持 ガラ

ス とを重ね合わせたガラスフイルム積層体 において、

前記支持 ガラスの合わせ面 に突起が形成 され、且つ該突起の合わせ

面か らの突出寸法が、 0 . 3 〜 5 m であることを特徴 とするガラス

フイルム積層体。

[ 請求項 2 ] 前記支持 ガラスは、 リサイクル使用品であることを特徴 とする請求

項 1 に記載のガラスフイルム積層体。
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